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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第131期

第３四半期連結
累計期間

第132期
第３四半期連結
累計期間

第131期
第３四半期連結
会計期間

第132期
第３四半期連結
会計期間

第131期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    12月31日

自 平成21年
   ４月１日
至 平成21年
   12月31日

自 平成20年
   10月１日
至 平成20年
   12月31日

自 平成21年
   10月１日
至 平成21年
   12月31日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (百万円) 1,307,158997,888378,688370,3261,584,252

経常利益 (百万円) 48,477 22,580 8,163 18,315 14,343

四半期(当期)純利益又は
四半期(当期)純損失(△)

(百万円) 27,474 11,653 3,955 11,424△32,767

純資産額 (百万円) ― ― 988,1181,158,281977,670

総資産額 (百万円) ― ― 2,249,0772,635,5372,327,432

１株当たり純資産額 (円) ― ― 2,993.203,562.522,987.16

１株当たり四半期(当期)
純利益又は
１株当たり四半期(当期)
純損失(△)

(円) 88.17 37.40 12.69 36.67 △105.16

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 88.17 ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 41.47 42.12 39.99

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 66,951 158,515 ― ― 65,768

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △96,120△27,471 ― ― △114,217

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 27,406△20,354 ― ― 120,971

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 113,823298,887188,011

従業員数 (人) ― ― 40,770 39,421 39,916

(注) １　売上高には、消費税等を含んでおりません。

２　従業員数は、就業人員数(当社グループから外部への出向者を除き、外部から当社グループへの出向者を含む。)
を記載しております。

３　第131期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第131期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在しますが１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。　

５　第132期第３四半期連結累計期間ならびに第132期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。　
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動もありません。

　

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(人) 39,421 ［6,215］

(注) １　従業員数は、就業人員数(当社グループから外部への出向者を除き、外部から当社グループへの出向者を含む。)

であり、臨時従業員数は［　］内に当第３四半期連結会計期間の平均人員数を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、期間従業員、パートタイマー、嘱託契約の従業員および派遣社員を含めております。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(人) 12,769 ［　639］

(注) １　従業員数は、就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時

従業員数は［　］内に当第３四半期会計期間の平均人員数を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、期間従業員、パートタイマー、嘱託契約の従業員および派遣社員を含めております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

自動車 214,579 17.0

産業車両 105,481 △25.9

繊維機械 5,590 65.1

その他 10,242 △0.8

合計 335,894 △1.1

(注) １　金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。
２　「物流」については物流サービスの提供が主要な事業であるため、記載を省略しております。

　

(2) 受注状況

「自動車」のうち、車両、エンジン、カーエアコン用コンプレッサーについては、トヨタ自動車㈱および

㈱デンソーから生産計画の提示を受け、生産能力を勘案し、見込生産を行っております。

「自動車」のうち上記以外、「産業車両」、「繊維機械」および「その他」は受注生産によっており、

当第３四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。
　

事業の種類別セグメントの名称
受注高
(百万円)

前年同四半期比
(％)

受注残高
(百万円)

前年同四半期比
(％)

自動車 984 △74.8 338 △67.7

産業車両 100,244 △19.1 75,562 △22.1

繊維機械 6,681 141.6 8,249 154.8

その他 6,044 86.9 3,333 102.9

合計 113,955 △14.9 87,483 △15.0

(注)　「物流」については物流サービスの提供が主要な事業であるため、記載を省略しております。
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(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

自動車 216,404 16.8

産業車両 110,464 △26.5

物流 28,192 △4.0

繊維機械 5,593 64.7

その他 9,671 △6.4

合計 370,326 △2.2

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

　

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

トヨタ自動車㈱ 141,730 37.4 169,176 45.7

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、事業等のリスクに重要な変更はありません。

　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間の売上高は、前年同期を83億円(2％)下回る3,703億円となりました。利益に

つきましては、営業利益は136億円（前年同期は41億円の営業損失）、経常利益は前年同期を102億円

(124％)上回る183億円となりました。四半期純利益は、前年同期を75億円(189％)上回る114億円となりま

した。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①　自動車

自動車部門におきましては、売上高は前年同期を312億円(17％)上回る2,164億円となり、営業利益は

109億円（前年同期は52億円の営業損失）となりました。

　このうち車両につきましては、ＲＡＶ４が増加したことにより、売上高は前年同期を168億円(17％)上

回る1,140億円となりました。

エンジンにつきましては、主にＡＲ型ガソリンエンジンが増加したことにより、売上高は前年同期を89

億円(25％)上回る452億円となりました。

カーエアコン用コンプレッサーにつきましては、国内向け、海外向けともに増加したことにより、売上

高は前年同期を40億円(9％)上回る469億円となりました。

②　産業車両

産業車両部門におきましては、主力のフォークリフトトラックの販売台数が減少したことにより、売

上高は前年同期を399億円(27％)下回る1,104億円となり、営業利益は前年同期を5億円(60％)下回る3

億円となりました。

③　物流

物流部門におきましては、集配金・売上金管理サービスが増加したものの、自動車関連部品の貨物輸

送量が減少したことにより、売上高は前年同期を12億円(4％)下回る281億円となり、営業利益は前年同

期を5億円(53％)上回る14億円となりました。

④　繊維機械

繊維機械部門におきましては、エアジェット織機が中国向けで増加したことにより、売上高は前年同

期を22億円(65％)上回る55億円となり、営業損失は5億円（前年同期は9億円の営業損失）となりまし

た。

⑤　その他

売上高は前年同期を7億円(6％)下回る96億円となり、営業利益は前年同期を12億円上回る13億円と

なりました。
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所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

①　日本

車両、エンジン、カーエアコン用コンプレッサーの販売台数が増加したことにより、売上高は前年同

期を146億円(6％)上回る2,706億円となり、営業利益は132億円（前年同期は38億円の営業損失）とな

りました。

②　北米

カーエアコン用コンプレッサーの販売台数が増加したものの、フォークリフトトラックの販売台数

が減少したことにより、売上高は前年同期を127億円(26％)下回る359億円となり、営業利益は4億円

（前年同期は4億円の営業損失）となりました。

③　欧州

カーエアコン用コンプレッサーの販売台数が増加したものの、フォークリフトトラックの販売台数

が減少したことにより、売上高は前年同期を105億円(17％)下回る519億円となり、営業損失は2億円

（前年同期は1億円の営業損失）となりました。

④　その他

売上高は前年同期を2億円(2％)上回る117億円となり、営業利益は7億円（前年同期は1億円の営業損

失）となりました。

　

(2) キャッシュ・フロー

キャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四

半期純利益を175億円、減価償却費を274億円計上したことなどにより、628億円の資金の増加となりま

した。前年同期の125億円の資金の増加に比べ、503億円の増加となりました。また、投資活動による

キャッシュ・フローは、主に有形固定資産の取得に79億円支出したことにより、95億円の資金の減少と

なりました。前年同期は271億円の資金の減少でした。財務活動によるキャッシュ・フローは、主に短期

借入金の減少による支出が73億円あったことにより、71億円の資金の減少となりました。前年同期は

231億円の資金の増加でした。これらの増減に加え、換算差額、第２四半期連結会計期間末残高を合わせ

ますと、当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は2,988億円となり、第２四

半期連結会計期間末に比べ462億円(18％)の増加となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

今後の世界経済の見通しにつきましては、緩やかな持ち直しが続くと見込まれますものの、金融や雇

用情勢などが懸念され、さらに、為替相場・株式市場の動向など、不透明な要因もあることから、企業を

取り巻く環境は予断を許さない状況が続くものと予想されます。

　このような厳しい環境のなかで、当社グループといたしましては、引き続き、より筋肉質で強靭な事業

体質の再構築に、迅速かつ徹底的にグローバルで取り組んでまいります。また、中長期の飛躍に向けて、

３Ｅ（Environment, Ecology & Energy）をキーワードに、電動化や軽量化、省エネルギーなどに貢献

する要素技術に磨きをかけ、それらを主力事業である自動車および産業車両の新商品に展開すること

で、事業の拡大をはかってまいります。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における当社グループの研究開発活動に要した費用は、65億円でありま

す。

　

(注) １　本報告書の売上高、受注高等は消費税等抜きで表示しております。
２　事業の種類別セグメントの業績および所在地別セグメントの業績に記載の売上高は、外部顧客に対する売

上高を表示しております。　
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な変更はありません。

　

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

拡充、改修、除却、売却等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡

充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,100,000,000

計 1,100,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 325,840,640325,840,640
東京、名古屋、大阪
各証券取引所
(市場第一部)

単元株式数　100株

計 325,840,640325,840,640― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成22年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①　当社は、旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。

株主総会の特別決議日(平成16年６月22日)

　 第３四半期会計期間末現在
(平成21年12月31日)

新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　(個) 120※１

新株予約権のうち自己新株予約権の数　　　　　(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

（単元株式数　100株）

新株予約権の目的となる株式の数　　　　　　　(株) 12,000※２

新株予約権の行使時の払込金額　　　　　　　　(円) １株当たり2,652※３

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日から
平成22年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額　　　　　　　　　　　(円)

発行価格　　　 2,652
資本組入額　　 1,326

新株予約権の行使の条件

①権利行使時に取締役、常務役員（平成20年６月20日より
執行役員に名称変更）または従業員として在籍してい
ることを要する。ただし、退任または退職後１年６ヵ月
を超えない場合はこの限りではない。

②その他権利行使の条件は、株主総会決議および新株予約
権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者と
の間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるとこ
ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　※１　新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は100株とします。ただし、※２に定める株式の数の調整を

行った場合は、同様の調整を行います。

２　※２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。

ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式

の数についてのみ行われ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとしま

す。

調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

３　※３　時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込基準金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
払込金額

＝
調整前
払込金額

×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控

除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み

替えるものとします。

また、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、払込金額を当該株式の分割または併合の比率に

応じ比例的に調整するものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。
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株主総会の特別決議日(平成17年６月22日)

　 第３四半期会計期間末現在
(平成21年12月31日)

新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　(個) 1,205※１

新株予約権のうち自己新株予約権の数　　　　　(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

（単元株式数　100株）

新株予約権の目的となる株式の数　　　　　　　(株) 120,500※２

新株予約権の行使時の払込金額　　　　　　　　(円) １株当たり3,306※３

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日から
平成23年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額　　　　　　　　　　　(円)

発行価格　　　 3,306
資本組入額　　 1,653

新株予約権の行使の条件

①権利行使時に取締役、常務役員（平成20年６月20日より
執行役員に名称変更）または従業員として在籍してい
ることを要する。ただし、退任または退職後１年６ヵ月
を超えない場合はこの限りではない。

②その他権利行使の条件は、株主総会決議および新株予約
権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者と
の間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるとこ
ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　※１　新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は100株とします。ただし、※２に定める株式の数の調整を

行った場合は、同様の調整を行います。

２　※２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。

ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式

の数についてのみ行われ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとしま

す。

調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

３　※３　時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込基準金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額
調整後
払込金額

＝
調整前
払込金額

×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控

除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み

替えるものとします。

また、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、払込金額を当該株式の分割または併合の比率に

応じ比例的に調整するものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。
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②　当社は、会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき新株予約権を発行しております。

株主総会の特別決議日(平成18年６月22日)

　 第３四半期会計期間末現在
(平成21年12月31日)

新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　(個) 6,790※１

新株予約権のうち自己新株予約権の数　　　　　(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

（単元株式数　100株）

新株予約権の目的となる株式の数　　　　　　　(株) 679,000※２

新株予約権の行使時の払込金額　　　　　　　　(円) １株当たり4,642※３

新株予約権の行使期間 平成20年８月１日から
平成24年７月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額　　　　　　　　　　　(円)

発行価格　　　 4,642
資本組入額は会社計算規則第17条第１項に従い算出され
る資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果
１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるも
のとする。

新株予約権の行使の条件

①権利行使時に取締役、常務役員（平成20年６月20日より
執行役員に名称変更）または従業員として在籍してい
ることを要する。ただし、退任または退職後１年６ヵ月
を超えない場合はこの限りではない。

②その他権利行使の条件は、株主総会決議および新株予約
権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者と
の間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるとこ
ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認
を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　※１　　　新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は100株とします。ただし、※２に定める株式の数の調整を

行った場合は、同様の調整を行います。

２　※２　　　当社が株式分割(普通株式の無償割当てを含む。以下同じ)または株式併合を行う場合、次の算式により

調整されるものとします。ただし、かかる調整は当該時点において未行使の新株予約権の目的たる

株式の数についてのみ行われ、調整の結果により生じる１株未満の端数については、これを切り捨

てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

３　※３　①　新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割(または株式併合)の比率

　　　　　②　新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行または普通株式の自己株式の処分を

行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げま

す。ただし、新株予約権の行使の場合は、行使価額の調整は行いません。
　 　 　 　

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数
なお、上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己

株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものと

します。

③　新株予約権の割当日後に他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社の株式の普通株主への

配当を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範

囲で、行使価額は適切に調整されるものとします。
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株主総会の特別決議日(平成19年６月21日)

　 第３四半期会計期間末現在
(平成21年12月31日)

新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　(個) 7,700※１

新株予約権のうち自己新株予約権の数　　　　　(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

（単元株式数　100株）

新株予約権の目的となる株式の数　　　　　　　(株) 770,000※２

新株予約権の行使時の払込金額　　　　　　　　(円) １株当たり5,866※３

新株予約権の行使期間 平成21年８月１日から
平成25年７月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額　　　　　　　　　　　(円)

発行価格　　　 5,866
資本組入額は会社計算規則第17条第１項に従い算出され
る資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果
１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるも
のとする。

新株予約権の行使の条件

①権利行使時に取締役、常務役員（平成20年６月20日より
執行役員に名称変更）または従業員として在籍してい
ることを要する。ただし、退任または退職後１年６ヵ月
を超えない場合はこの限りではない。

②新株予約権者は、権利を行使する条件に該当しなくなっ
た場合、直ちに新株予約権を喪失し、当社に対して無償
で返還するものとする。

③その他権利行使の条件は、株主総会決議および新株予約
権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者と
の間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるとこ
ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認
を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　※１　　　新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は100株とします。ただし、※２に定める株式の数の調整を

行った場合は、同様の調整を行います。

２　※２　　　当社が株式分割(普通株式の無償割当てを含む。以下同じ)または株式併合を行う場合、次の算式により

調整されるものとします。ただし、かかる調整は当該時点において未行使の新株予約権の目的たる

株式の数についてのみ行われ、調整の結果により生じる１株未満の端数については、これを切り捨

てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

３　※３　①　新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割(または株式併合)の比率
　　　　　②　新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行または普通株式の自己株式の処分を

行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げま

す。ただし、新株予約権の行使の場合は、行使価額の調整は行いません。
　 　 　 　

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数
なお、上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己

株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものと

します。

③　新株予約権の割当日後に他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社の株式の普通株主への

配当を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範

囲で、行使価額は適切に調整されるものとします。
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株主総会の特別決議日(平成20年６月20日)

　 第３四半期会計期間末現在
(平成21年12月31日)

新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　(個) 13,580※１

新株予約権のうち自己新株予約権の数　　　　　(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

（単元株式数　100株）

新株予約権の目的となる株式の数　　　　　　　(株) 1,358,000※２

新株予約権の行使時の払込金額　　　　　　　　(円) １株当たり3,410※３

新株予約権の行使期間 平成22年８月１日から
平成26年７月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額　　　　　　　　　　　(円)

発行価格　　　 3,410
資本組入額は会社計算規則第17条第１項に従い算出され
る資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果
１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるも
のとする。

新株予約権の行使の条件

①権利行使時に取締役、執行役員または従業員として在籍
していることを要する。ただし、退任または退職後１年
６ヵ月を超えない場合はこの限りではない。

②新株予約権者は、権利を行使する条件に該当しなくなっ
た場合、直ちに新株予約権を喪失し、当社に対して無償
で返還するものとする。

③その他権利行使の条件は、株主総会決議および新株予約
権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者と
の間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるとこ
ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認
を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　※１　　　新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は100株とします。ただし、※２に定める株式の数の調整を

行った場合は、同様の調整を行います。

２　※２　　　当社が株式分割(普通株式の無償割当てを含む。以下同じ)または株式併合を行う場合、次の算式により

調整されるものとします。ただし、かかる調整は当該時点において未行使の新株予約権の目的たる

株式の数についてのみ行われ、調整の結果により生じる１株未満の端数については、これを切り捨

てるものとします。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割(または併合)の比率

３　※３　①　新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割(または株式併合)の比率
　　　　　②　新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行または普通株式の自己株式の処分を

行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げま

す。ただし、新株予約権の行使の場合は、行使価額の調整は行いません。
　 　 　 　

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数
なお、上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己

株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものと

します。

③　新株予約権の割当日後に他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社の株式の普通株主への

配当を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範

囲で、行使価額は適切に調整されるものとします。
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株主総会の特別決議日(平成21年６月19日)

　 第３四半期会計期間末現在
(平成21年12月31日)

新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　(個) 11,570※１

新株予約権のうち自己新株予約権の数　　　　　(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

（単元株式数　100株）

新株予約権の目的となる株式の数　　　　　　　(株) 1,157,000※２

新株予約権の行使時の払込金額　　　　　　　　(円) １株当たり2,570※３

新株予約権の行使期間 平成23年８月１日から
平成27年７月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額　　　　　　　　　　　(円)

発行価格　　　 2,570
資本組入額は会社計算規則第17条第１項に従い算出され
る資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果
１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるも
のとする。

新株予約権の行使の条件

①権利行使時に取締役、執行役員または従業員として在籍
していることを要する。ただし、退任または退職後１年
６ヵ月を超えない場合はこの限りではない。

②新株予約権者は、権利を行使する条件に該当しなくなっ
た場合、直ちに新株予約権を喪失し、当社に対して無償
で返還するものとする。

③その他権利行使の条件は、株主総会決議および新株予約
権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者と
の間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるとこ
ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認
を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　※１　　　新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は100株とします。ただし、※２に定める株式の数の調整を

行った場合は、同様の調整を行います。

２　※２　　　当社が株式分割(普通株式の無償割当てを含む。以下同じ)または株式併合を行う場合、次の算式により

調整されるものとします。ただし、かかる調整は当該時点において未行使の新株予約権の目的たる

株式の数についてのみ行われ、調整の結果により生じる１株未満の端数については、これを切り捨

てるものとします。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割(または併合)の比率

３　※３　①　新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割(または株式併合)の比率
　　　　　②　新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行または普通株式の自己株式の処分を

行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げま

す。ただし、新株予約権の行使の場合は、行使価額の調整は行いません。
　 　 　 　

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数
なお、上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己

株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものと

します。

③　新株予約権の割当日後に他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社の株式の普通株主への

配当を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範

囲で、行使価額は適切に調整されるものとします。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

─ 325,840 ─ 80,462 ─ 101,766

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

14,267,300
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

311,262,600
3,112,626 ―

単元未満株式
普通株式

310,740
― ―

発行済株式総数 325,840,640 ― ―

総株主の議決権 ― 3,112,616 ―

(注) １　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が99株含まれております。

２　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権10個)あります。

　　なお、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の中に含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 　 　 　 　 　

株式会社豊田自動織機
愛知県刈谷市豊田町
２丁目１番地

14,267,300      ― 14,267,300 4.38

計 ― 14,267,300      ― 14,267,300 4.38

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高　(円) 2,7802,7252,5802,5652,6302,6752,5702,5102,800

最低　(円) 2,1152,3402,2552,1402,4302,4502,2602,2552,330

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。　
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

氏名 新役職名 旧役職名 異動年月日

伊村　晟

代表取締役
取締役副社長

（中央総括安全衛生管理者、
技術統轄、品質統轄、
技術技能ラーニングセンター
主管、技術企画部・生技開発
センター・知的財産部・ＰＥ
環境部担当）

代表取締役
取締役副社長

（中央総括安全衛生管理者、
技術統轄、品質統轄、
技術技能ラーニングセンター
主管、生技開発センター・知
的財産部・ＰＥ環境部担当）
 

平成22年１月１日

吉田　成毅

専務取締役

（広報部・安全健康推進部主
管、総務部・秘書部・人事部
・調達部・東京支社担当）

専務取締役

（総務部・広報部・安全健康
推進部主管、グローバル人事
部・調達部・東京支社担当）

平成22年１月１日

関森　俊幸

専務取締役

（エレクトロニクス事業部
長、共和工場長、安城工場長、
研究開発センター担当）
 
 

専務取締役

（エレクトロニクス事業部
長、共和工場長、安城工場長、
研究開発センター・トヨタ
Ｌ＆Ｆカンパニー先行開発セ
ンター担当）

平成22年１月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）および前第３四半期連結累

計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）および当第３四半期連結累計期

間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成

しております。

　

２  監査証明について

金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）および前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表ならびに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月

31日まで）および当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あらた監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 270,511 169,743

受取手形及び売掛金 144,571 158,798

有価証券 77,680 58,838

商品及び製品 39,060 44,237

仕掛品 26,645 30,500

原材料及び貯蔵品 24,637 27,423

繰延税金資産 15,122 16,600

その他 46,742 64,632

貸倒引当金 △3,079 △2,806

流動資産合計 641,893 567,967

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 173,009

※１
 182,214

機械装置及び運搬具（純額） ※１
 224,616

※１
 252,402

工具、器具及び備品（純額） ※１
 23,869

※１
 25,598

土地 110,287 110,078

建設仮勘定 19,431 18,970

有形固定資産合計 551,214 589,264

無形固定資産

のれん 102,693 107,072

ソフトウエア 10,857 11,736

無形固定資産合計 113,550 118,809

投資その他の資産

投資有価証券 1,186,829 907,524

長期貸付金 5,308 5,954

繰延税金資産 11,587 11,578

その他 125,396 126,534

貸倒引当金 △243 △199

投資その他の資産合計 1,328,879 1,051,391

固定資産合計 1,993,644 1,759,464

資産合計 2,635,537 2,327,432
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 123,864 104,658

短期借入金 45,787 63,187

コマーシャル・ペーパー 23,607 26,356

1年内償還予定の社債 55,904 32,072

未払金 11,416 25,349

未払法人税等 5,648 7,570

繰延税金負債 102 249

役員賞与引当金 150 214

その他 164,790 154,720

流動負債合計 431,273 414,379

固定負債

社債 231,385 231,501

長期借入金 286,199 285,340

リース債務 109,783 104,245

繰延税金負債 362,001 252,209

退職給付引当金 ※２
 43,586

※２
 44,055

その他 13,026 18,029

固定負債合計 1,045,982 935,382

負債合計 1,477,255 1,349,762

純資産の部

株主資本

資本金 80,462 80,462

資本剰余金 106,179 106,180

利益剰余金 417,714 412,294

自己株式 △50,685 △50,672

株主資本合計 553,671 548,264

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 558,388 392,489

繰延ヘッジ損益 △42 24

為替換算調整勘定 △2,034 △10,048

評価・換算差額等合計 556,311 382,466

新株予約権 1,585 1,224

少数株主持分 46,713 45,715

純資産合計 1,158,281 977,670

負債純資産合計 2,635,537 2,327,432
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(2)【四半期連結損益計算書】
　　【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年12月31日)

売上高 1,307,158 997,888

売上原価 1,128,200 868,806

売上総利益 178,957 129,081

販売費及び一般管理費 ※
 160,118

※１
 118,243

営業利益 18,839 10,837

営業外収益

受取利息 10,031 8,208

受取配当金 37,677 15,259

その他 4,461 6,316

営業外収益合計 52,171 29,784

営業外費用

支払利息 15,290 13,652

その他 7,242 4,388

営業外費用合計 22,533 18,040

経常利益 48,477 22,580

特別損失

産業車両の事業構造再編に伴う損失 － ※２
 3,760

特別損失合計 － 3,760

税金等調整前四半期純利益 48,477 18,819

法人税、住民税及び事業税 9,346 4,892

法人税等調整額 10,124 708

法人税等合計 19,470 5,601

少数株主利益 1,532 1,564

四半期純利益 27,474 11,653
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　　【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
  至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
  至 平成21年12月31日)

売上高 378,688 370,326

売上原価 334,975 317,353

売上総利益 43,712 52,972

販売費及び一般管理費 ※
 47,847

※１
 39,332

営業利益又は営業損失（△） △4,135 13,640

営業外収益

受取利息 2,663 2,643

受取配当金 17,027 5,810

その他 814 1,833

営業外収益合計 20,505 10,287

営業外費用

支払利息 5,014 4,408

その他 3,192 1,203

営業外費用合計 8,207 5,612

経常利益 8,163 18,315

特別損失

産業車両の事業構造再編に伴う損失 － ※２
 747

特別損失合計 － 747

税金等調整前四半期純利益 8,163 17,568

法人税、住民税及び事業税 △4,655 3,372

法人税等調整額 9,131 2,011

法人税等合計 4,475 5,383

少数株主利益又は少数株主損失（△） △267 759

四半期純利益 3,955 11,424
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 48,477 18,819

減価償却費 95,063 81,170

貸倒引当金の増減額（△は減少） 599 139

受取利息及び受取配当金 △47,709 △23,468

支払利息 15,290 13,652

持分法による投資損益（△は益） 1,510 △1,186

売上債権の増減額（△は増加） 44,485 18,174

たな卸資産の増減額（△は増加） △14,851 15,070

仕入債務の増減額（△は減少） △56,622 18,381

その他 △11,424 △610

小計 74,818 140,143

利息及び配当金の受取額 47,691 23,505

利息の支払額 △15,066 △13,029

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △40,491 7,896

営業活動によるキャッシュ・フロー 66,951 158,515

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △91,751 △38,815

有形固定資産の売却による収入 7,763 12,494

投資有価証券の取得による支出 △4,972 △3,923

投資有価証券の売却による収入 329 60

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△12 －

貸付けによる支出 △4,971 △21

貸付金の回収による収入 6,594 1,649

その他 △9,099 1,085

投資活動によるキャッシュ・フロー △96,120 △27,471

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 19,404 △31,131

長期借入れによる収入 33,532 14,559

長期借入金の返済による支出 △10,065 △2,339

社債の発行による収入 28,680 50,000

社債の償還による支出 △20,000 △27,053

自己株式の取得による支出 △36 △14

配当金の支払額 △19,318 △6,231

少数株主への配当金の支払額 △1,310 △625

少数株主からの払込みによる収入 575 －

その他 △4,054 △17,516

財務活動によるキャッシュ・フロー 27,406 △20,354

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5,698 185

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,461 110,875

現金及び現金同等物の期首残高 121,284 188,011

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 113,823

※
 298,887
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１　連結の範囲に関する事項の変更

(1) 連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間より、国内子会社のアルトラン㈱は会社を清算したため、また、物流企画東京㈱は

合併したため、連結の範囲から除外しております。

第２四半期連結会計期間より、国内子会社のエスケイイー㈱は合併したため、連結の範囲から除外してお

ります。

(2) 変更後の連結子会社の数

157社

 
２　会計処理基準に関する事項の変更

「工事契約に関する会計基準」等の適用

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）および「工事契約に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間から適用し

ております。なお、この変更の損益に与える影響は軽微であります。

　

【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

（四半期連結貸借対照表関係）

前第３四半期連結会計期間において、「固定負債」の「その他」に含めていた「リース債務」は、重要性が増

したため、区分掲記しております。なお、前第３四半期連結会計期間において「固定負債」の「その他」に含ま

れる「リース債務」は96,159百万円であります。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１　たな卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、第２四半期連結会計期間末

の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

　また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積も

り、簿価切下げを行う方法によっております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

減価償却の方法として、定率法を採用している資産については、当連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっております。

３　法人税等ならびに繰延税金資産および繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングを利用する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

834,870百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

783,155百万円

　　　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれており

ます。

　　　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれており

ます。

※２　このうち3,687百万円は役員（執行役員を含む）の

退任慰労引当金であります。

※２　このうち5,460百万円は役員（執行役員を含む）の

退任慰労引当金であります。

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりであります。

給料及び手当 59,525百万円

研究開発費 18,109　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金

額は次のとおりであります。

給料及び手当 48,230百万円

研究開発費 14,249　

　 ※２　産業車両事業の生産拠点の一つであるカナダの工

場の閉鎖に伴う費用およびフランスの工場の従業

員の早期退職に伴う費用を「産業車両の事業構造

再編に伴う損失」として計上しております。

　

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりであります。

給料及び手当 17,563百万円

研究開発費 5,871　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金

額は次のとおりであります。

給料及び手当 15,846百万円

研究開発費 4,830　

　 ※２　産業車両事業の生産拠点の一つであるフランスの

工場の従業員の早期退職に伴う費用を「産業車両

の事業構造再編に伴う損失」として計上しており

ます。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 111,541百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期
預金

△20　

取得日から３ヵ月以内に満期日
または償還日の到来する短期投
資(有価証券)

51,304　

集配金・売上金管理サービス用
の現金及び預金

△49,002　

現金及び現金同等物 113,823　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 270,511百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期
預金

△16　

取得日から３ヵ月以内に満期日
または償還日の到来する短期投
資(有価証券)

77,680　

集配金・売上金管理サービス用
の現金及び預金

△49,288　

現金及び現金同等物 298,887　
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）および当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１

日　至　平成21年12月31日)

１　発行済株式の種類および総数

普通株式 325,840,640株

　

２　自己株式の種類および株式数

普通株式 14,268,577株

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
当第３四半期

連結会計期間末残高
(百万円)

連結財務諸表提出会社 ストックオプションとしての新株予約権 1,585

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月19日
定時株主総会

普通株式 3,115 10平成21年３月31日 平成21年６月22日 利益剰余金

平成21年10月30日
取締役会

普通株式 3,115 10平成21年９月30日 平成21年11月26日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

第３四半期連結累計期間において、6,231百万円の剰余金の配当を行っております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)
　

　
自動車
(百万円)

産業車両
(百万円)

物流
(百万円)

繊維機械
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

185,294150,30829,3613,39510,328378,688 ― 378,688

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

4,090 826 1,604 19 6,27412,815△12,815 ―

計 189,384151,13430,9663,41416,603391,503△12,815378,688

営業利益又は営業損失(△) △5,238 887 925 △921 121△4,225 90 △4,135

　
　
　
　　
　
　
　

　
当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
自動車
(百万円)

産業車両
(百万円)

物流
(百万円)

繊維機械
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

216,404110,46428,1925,5939,671370,326 ― 370,326

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

3,597 256 1,566 14 2,2387,672△7,672 ―

計 220,001110,72029,7585,60711,910377,998△7,672370,326

営業利益又は営業損失(△) 10,927358 1,417△562 1,38513,526 113 13,640
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前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)
　

　
自動車
(百万円)

産業車両
(百万円)

物流
(百万円)

繊維機械
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

630,699522,13688,77627,86937,6761,307,158― 1,307,158

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

15,9402,5995,650 22 17,31741,530△41,530 ―

計 646,640524,73594,42627,89254,9931,348,689△41,5301,307,158

営業利益又は営業損失(△) 2,06213,0872,394△34 1,08718,597 241 18,839

(注) １　事業区分は、製品の種類・性質により区分しております。
２　各事業区分の主要製品・サービス
　　自動車 ………… 車両、エンジン、カーエアコン用コンプレッサー、鋳造品、電子機器
　　産業車両 ……… フォークリフト、ウェアハウス用機器、自動倉庫、高所作業車
　　物流 …………… 陸上運送サービス、集配金・売上金管理サービス、情報保管管理・集配サービス
　　繊維機械 ……… 織機、紡機
　　そ の 他 ……… 半導体パッケージ基板
３　法人税法の改正に伴い耐用年数を見直した結果、第１四半期連結会計期間より、改正後の法人税法に基づく耐
用年数に変更しております。これにより当第３四半期連結累計期間の営業利益は、「自動車」が3,726百万円、
「産業車両」が366百万円、「物流」が2百万円、「その他」が320百万円減少しております。

　
当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
自動車
(百万円)

産業車両
(百万円)

物流
(百万円)

繊維機械
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

556,529318,89881,33312,59328,533997,888 ― 997,888

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

9,002 684 4,150 44 7,76321,645△21,645 ―

計 565,532319,58385,48312,63736,2961,019,533△21,645997,888

営業利益又は営業損失(△) 12,068△5,8903,368△1,9812,91010,475 361 10,837

(注) １　事業区分は、製品の種類・性質により区分しております。
２　各事業区分の主要製品・サービス
　　自動車 ………… 車両、エンジン、カーエアコン用コンプレッサー、鋳造品、電子機器
　　産業車両 ……… フォークリフト、ウェアハウス用機器、自動倉庫、高所作業車
　　物流 …………… 陸上運送サービス、集配金・売上金管理サービス、情報保管管理・集配サービス
　　繊維機械 ……… 織機、紡機
　　そ の 他 ……… 半導体パッケージ基板
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)
　

　
日本
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

256,01848,64462,46611,557378,688 ― 378,688

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

22,257 609 1,815 1,50526,188△26,188 ―

計 278,27549,25464,28213,063404,876△26,188378,688

営業利益又は営業損失(△) △3,843 △450 △190 △166 △4,651 516 △4,135

　
　
　
　
　

　
当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

270,65535,98351,94311,743370,326 ― 370,326

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

23,712 175 1,402 1,25126,542△26,542 ―

計 294,36836,15853,34612,994396,868△26,542370,326

営業利益又は営業損失(△) 13,207 437 △207 727 14,165△524 13,640
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前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)
　

　
日本
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

880,165159,807225,25241,9331,307,158― 1,307,158

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

80,9451,561 4,914 5,41092,832△92,832 ―

計 961,110161,368230,16747,3431,399,990△92,8321,307,158

営業利益又は営業損失(△) 16,955△1,066 181 1,71417,7851,05318,839

(注) １　国または地域の区分は、地理的近接度により区分しております。
２　本邦以外の区分に属する主な国または地域
　　北米 ………… アメリカ、カナダ
　　欧州 ………… スウェーデン、ドイツ、フランス
　　その他 ……… オーストラリア、中国、ブラジル
３　法人税法の改正に伴い耐用年数を見直した結果、第１四半期連結会計期間より、改正後の法人税法に基づく耐
用年数に変更しております。これにより当第３四半期連結累計期間の営業利益は、「日本」が4,415百万円減
少しております。

　
当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

714,695100,429151,14531,617997,888 ― 997,888

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

58,740 751 3,060 3,35265,906△65,906 ―

計 773,436101,181154,20634,9701,063,794△65,906997,888

営業利益又は営業損失(△) 13,812△1,454△3,689 2,02210,692 145 10,837

(注) １　国または地域の区分は、地理的近接度により区分しております。
２　本邦以外の区分に属する主な国または地域
　　北米 ………… アメリカ、カナダ
　　欧州 ………… スウェーデン、ドイツ、フランス
　　その他 ……… オーストラリア、中国
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)
　

　 北米 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 47,663 68,928 27,020 143,612

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 378,688

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

12.6 18.2 7.1 37.9

　
　
当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　

　 北米 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 36,014 56,342 27,392 119,749

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 370,326

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

9.7 15.2 7.4 32.3

　
　

前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)
　

　 北米 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 158,978 251,805 114,745 525,529

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 1,307,158

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

12.1 19.3 8.8 40.2

(注) １　国または地域の区分は、地理的近接度により区分しております。
２　各区分に属する主な国または地域
　　北米……… アメリカ、カナダ
　　欧州……… ドイツ、フランス、ロシア
　　その他…… 中国、オーストラリア、ブラジル
３　海外売上高は、四半期連結財務諸表提出会社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であ
ります。

　
当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　

　 北米 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 100,807 166,333 69,424 336,564

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 997,888

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

10.1 16.7 6.9 33.7

(注) １　国または地域の区分は、地理的近接度により区分しております。
２　各区分に属する主な国または地域
　　北米……… アメリカ、カナダ
　　欧州……… ドイツ、フランス、イギリス
　　その他…… オーストラリア、中国
３　海外売上高は、四半期連結財務諸表提出会社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であ
ります。
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(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

　 種類
取得原価
(百万円)

四半期連結貸借
対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

その他有価証券で時価のあるもの 株式 230,899 1,160,273 929,374

合計 230,899 1,160,273 929,374

　

(ストックオプション等関係)

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

ストックオプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　　　155百万円

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 3,562円52銭
　

１株当たり純資産額 2,987円16銭
　

　

２　１株当たり四半期純利益および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

当第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益 88円17銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 88円17銭
　

１株当たり四半期純利益 37円40銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため
記載しておりません。
　

(注)　１株当たり四半期純利益および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１ １株当たり四半期純利益 　 　

四半期純利益　(百万円) 27,474 11,653

普通株主に帰属しない金額　(百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益　(百万円) 27,474 11,653

普通株式の期中平均株式数　(千株) 311,585 311,574

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　 　

四半期純利益調整額　(百万円) ─ ─

普通株式増加数　(千株) 1 ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式

について前連結会計年度末から重要な変動がある場

合の概要

―――――――― ――――――――
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当第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
  至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益 12円69銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため
記載しておりません。

　

１株当たり四半期純利益 36円67銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため
記載しておりません。
　

(注)　１株当たり四半期純利益および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

１ １株当たり四半期純利益 　 　

四半期純利益　(百万円) 3,955 11,424

普通株主に帰属しない金額　(百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益　(百万円) 3,955 11,424

普通株式の期中平均株式数　(千株) 311,582 311,572

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　 　

四半期純利益調整額　(百万円) ─ ─

普通株式増加数　(千株) ─ ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式

について前連結会計年度末から重要な変動がある場

合の概要

―――――――― ――――――――

　
　
　

　

(重要な後発事象)

該当する事項はありません。
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２ 【その他】

中間配当に関し、次のとおり取締役会において決議されました。

①決議年月日 平成21年10月30日

②中間配当金の総額 3,115百万円

③１株当たりの金額 10円

④効力発生日および支払開始日 平成21年11月26日

（注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対して支払を行っております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成21年２月12日

株式会社豊田自動織機

取締役会　御中

　

あらた監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　堀　江　正　樹

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　川　原　光　爵

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社豊田自動織機の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社豊田自動織機及び連結子会社の平成

20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

追加情報に記載されているとおり、法人税法の改正に伴い耐用年数を見直した結果、第１四半期連結会計期

間より、改正後の法人税法に基づく耐用年数に変更している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成22年２月10日

株式会社豊田自動織機

取締役会　御中

　

あらた監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　堀　江　正　樹

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　川　原　光　爵

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社豊田自動織機の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成

21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社豊田自動織機及び連結子会社の平成

21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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